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研究成果の概要（和文）： 本研究は、地域農業とその生産・流通・販売等に関与する農業関連産業によって形
成されるネットワーク関係（以下、「アグリフードネットワーク」）を対象として、その地域経済に対するイン
パクトを分析し、地域経済循環におけるアグリフードネットワークの役割を定量的に解明することを目的とす
る。
 その成果として、アグリフードネットワークにおける多様な流通経路を析出・整理するとともに、地産地消が
生じる具体的圏域やその経済的効果の解析が定量的に示された。また、地域間での資金循環の動向を、企業ビッ
グデータを用いて示す手法を開発し、分析を進めた。

研究成果の概要（英文）： This study focuses network relations between local agriculture and the 
agri-food industries including production, distribution and sale, which is named as an agri-food 
network. The purpose of this study is elucidating impacts of the agri-food networks on 
local/regional economies and its role in regional economic circulation quantitatively.
 As a result of this study, first, various distributive routes were found from the field survey. 
Second, concrete distances and economic impacts in “Farm to Table” were measured. Third, a new 
analytical way using corporate big data was invented to display interregional money flows visibly. 
This methodology was adopted to some regions for a case study experimentally.

研究分野： 農業経済学、地域経済学

キーワード： 地産地消　都市農業　アグリフードネットワーク　地域経済循環　企業間取引　取引ネットワーク　マ
ネーフロー

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究では、農業産出額に関する市町村別統計が欠如した状態をうけて、その推計値を算出する方法を考案し
たり、従来の研究では十分に区別されてこなかった経済循環効果が及ぶ範域に対して、域内外を区別してその効
果を算出したり、実際の農業および農業関連産業に対するデータを新たに構築しつつ、それを用いて分析を実施
した点に学術的な意義がある。また、同時に、こうしたデータ構築・分析は、地域の農業振興策や経済活性化事
業に対して、政策的提案や検証のための素材を提供できるという社会的意義も高いといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 
近年、疲弊した地域経済を活性化させるために、地域経済循環の構築が強く期待されている。 

農業および農業関連産業は地域経済循環の一翼を担える重要な産業であり、「地産地消」に加え、 
「農商工連携」や「6 次産業化」など農業を軸とした地域経済の活性化に向けた取り組みは従来
から各地で多く進められてきており、地域への経済効果も検証されてきている。しかし、それら
は個別事業の事例分析にとどまり、地域経済循環の視点から、その経済効果が波及する範囲を域
内と域外に明確に区別して検証する段階にまでは至っていなかった。 
 地域経済循環を把握する方法として、産業連関表を通じた地域経済構造の分析と経済波及効
果の測定がよく用いられてきたが、産業連関分析は産業部門間（農林水産業と製造業など）での
波及を把握できても、特定の部門内・部門間相互関係（農家同士の関係や農家と飲食店・食品加
工産業との関係など）を把握するには適さない点もある。また政策的に域外から資金を稼ぐ移出
産業の育成・集積が重視されていることもあり、移出産業の動向に分析の焦点をあてる傾向にあ
る。しかし、移出産業のみに着目するのではなく、域外への資金流出や域内での資金還流に焦点
を当てる必要性も指摘されはじめてきた。いずれにせよ、地域経済循環を明らかにするデータの
不足と方法論に対する検討の少なさにより、いまだ地域経済循環の分析手法は確立されていな
いといった問題も指摘されてきた。 
国外でも、地域農業や地元飲食店との連携による地産地消の経済効果の拡大を期待する政策

的取り組みが進められており、本研究が示す地域農業とその関連産業とのネットワークによっ
て形成される「アグリフードネットワーク」が地域経済循環の基盤に位置付けられている傾向に
ある。「ローカルな範囲」とは具体的にどこまでなのかについては、国内外問わず、常に問題に
なってきており、アグリフードネットワークの波及効果がどれくらいの範域で生じているのか、
もしくは、経済効果が域内ではなく域外に漏出しているのかどうかを明らかにすることで、経済
的な側面から「ローカルな範囲」を検証することが可能になる。また、日本国内においては、現
在、市町村別農業産出額は公表されておらず、都道府県データからの推計値が用いられるように
なっているが、従来提供されていた基礎となる統計データが不足しており、各自治体が農業振興
策の効果を検討しようにも、その基盤となる情報がなくては政策の立案も検証も難しい。そうし
た点を考慮し、多様な流通経路が展開する現在の農産物流通を想定しつつ、市町村単位の生産額
データの構築から取り掛かる必要がある。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、アグリフードネットワークを対象として、その地域経済に対するインパクトを分析し、
地域経済循環におけるアグリフードネットワークの役割を定量的に解明することを目的とする。
地理情報システム（GIS）による解析を通じて、農産物の流通経路および農業関連産業の取引経
路を具体的に可視化するとともに、ネットワークを通じて発生する経済効果を地域内と地域外
とを区別して測定することにより、地産地消に代表される農業を起点とした地域経済循環の効
果およびその意義を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
 
本研究では、「農産物の流通経路」と「農業関連産業の企業間取引経路」に基づくネットワー

ク構造を把握し、各取引から発生する経済効果が地域に帰着しているかどうかを測定すること
で、アグリフードネットワークの地域経済循環における役割を定量的に解明する。そのため、以
下の点に取り組んだ。 
（1） 農産物流通構造の可視化：地域で生産される農産物の流通過程を、生産者から消費者・実
需者（飲食店やスーパーなど）までの経路に従って可視化した。特に、卸売市場系統のみならず、
地元野菜の地域内流通の代表例でもある直売所を介した消費者までの流通経路や生産者から直
接食材を仕入れる飲食店・スーパー等の流通経路を、それぞれ GIS で可視化した。各経路には、
流通量や金額をデータとして格納し、経済効果を測定するためのデータセットとして作成した。 
（2） 農業関連産業の企業間取引構造の可視化：農業関連産業が形成しているネットワークを、 
農業資材産業から食品製造業・加工食品卸売業、外食産業までによる企業間取引関係をもとに可
視化する予定だったが、分析対象地域における地元農産物を用いた食品製造業・加工食品卸売業、
は多く見つからず、主に、外食産業に含まれる飲食店の取引関係を把握した。 
（3）企業間取引を通じた資金の地域間移動量の測定：アグリフードネットワークのような特定
の取引関係における経済効果を測定するために、集計データとなる企業間取引データを用いて、
お金の地域間移動量を測定する手法を検討した。 
 
 
４．研究成果 
 



（1）市町村単位の農業産出額推計および流通経路の特定 
 2006 年以降、政府統計では、市町村別の農業産出額は公表されなくなり、代わって、2014 年
分からは都道府県単位をベースとした推計値が公表されている。これは基礎資料がない中で、効
果的な施策ができない基礎自治体からの要望が大きかったとされている。しかし、現在公表され
ている推計値では、農林業センサスおよび作物統計に収録されている品目情報しか反映されて
おらず、研究対象とした横浜市の場合、統計情報に補足されていない品目の生産も多く、また、
産出額の推計には、品目別生産量に庭先販売価格が乗じて算出されているが、この庭先販売価格
についても、直売所販売などのように市場出荷よりも単価が高くなると見込まれる市場外流通
が多く、実態を正確に反映しないという問題を抱えている。 
そのため、横浜市の過去の実績値を用いて、現在の生産量を推計するとともに、農産物流通の

うち、市場外流通がどの程度行われているのかを、生産者、農協、流通事業者に対する現地調査
を通じて推定し、市場流通と市場外流通における単価の相違を考慮し、農業産出額を試算した。
市場流通：市場外流通＝5：5と仮定すると、横浜市の農業産出額は 103～113 億円（2015～2017
年）であり、市場流通：市場外流通＝4：6の場合は 108～117 億円となった。農水省が公表する
市町村別農業産出額の推計値が107～115億円（2015｜2017年）を示していることと比較すれば、
本研究における推計値と近似している。ただ、本研究による推計手法では、詳細な品目別動向を
確認したり、流通実態を反映させたりすることができるという点で、独自の意義があるといえよ
う。 
 また、農産物流通の具体的な経路に関して、スーパーマーケットに着目し、地場野菜の流通形
態を調査した。その結果、卸売市場を経由した地場野菜の調達以外に、地域の生産者からの直送
が展開されており、スーパーと生産者との間の取引形態に応じて、次のような 4つの類型に整理
できることが明らかとなった。第 1に、農産物の運搬・配送に卸売・仲卸を用いて、商流は市場
流通だが、物流はスーパーまでの直送であり、農産物はスーパー側が買い取るパターンである。
第 2に、スーパー自身が生産者のもとまで農産物を集荷に伺い、農産物を買い取るパターン、第
3に、生産者がスーパー店舗まで農産物を出荷し、納品した農産物はスーパーが買い取るパター
ンである。第 4 は、生産者がスーパー店舗まで出荷し、委託販売方式によって、売れ残りは生産
者が引き取るパターンである。この 4パターンにおいて、農産物の物流は誰が担うのか、買取な
のか委託なのかによって、生産者に有利な取引形態なのか、小売店に有利な取引形態なのか異な
っている。農産物流通において、こうした生産者と小売店舗の直接的な取引が増えてきているが、
市場外流通の経路を特定することは地域のアグリフードネットワークの具体化にとっても大き
な意義を有することが確認された。 
 市場外流通における小売店舗以外の取引先として、地場野菜を仕入れている地域の飲食店を
対象に調査を進めた。積極的に地場野菜の流通に携わる事業者に対して、取引している飲食店に
ついてヒアリングを実施し、その結果、横浜市内の約 20 店舗の位置情報、および、取引金額・
頻度を確認できた。 
 
（2）直売所を通じた地産地消の空間解析 
 地場野菜の流通において、その生産から消費までの経路が判明しやすい経路として、農産物直
売所を起点とした「地産地消」に着目し、その具体的な圏域を分析した。JA 横浜提供の直売所
各店舗売上情報に加え、レジ通過人数情報および来店者居住地域情報を活用して、消費者がどの
地域から直売所に来店し農産物を購入しているのか、言い換えれば、地場野菜が具体的にどこの
地域にて消費されているのか、もしくは、地域内で消費されているのかを、地理情報システムを
用いて解析した。地場野菜を取り扱う直売所を「地産」と位置づけ、消費者の地域的分布を踏ま
えて「地消」が実現しているのかどうかを検証した結果、横浜市の場合、JA 直売所の販売金額
のうち、約 90％が市内で消費されていた（図 1）。また、このうち、直売所店舗からの同心円状
の距離に基づいて、その販売額を解析すると、半径 1.5km 以内という空間的範囲で積極的に地場
野菜が消費されている点が明らかになった。 
 以上から、地産地消においては近距離にて消費が実現していることが改めて確認され、地域経
済循環の視点からみると、直売所での農産物販売・購入は地域内でお金が巡る実例として捉える



ことができた。 
 
（3）地域間でのマネーフロー測定
手法の開発 
 地域農業と結びついた農業関連
産業の選出に取り組む前に、地域
をまたいだ取引において、お金の
流れ方がどのように推移していく
のかを示す方法の開発を進めた。
経済循環を考えるにあたって、地
域からの資金流出は地域経済にと
って課題となるからである。 
 本研究では、政府統計を用いた
測定手法の開発に加え、民間企業
提供の企業間取引データを用いた
測定手法の開発を進めた。政府統
計を用いた方法では、経済センサ
スや中小企業実態基本調査、企業
法人統計年報などの各種統計デー
タを組み合わせ、市町村単位での
資金流出入額を算出した。その結
果、産業分野別に、各自治体にお
ける資金流出入額を定量的に示す
ことで、地域経済の漏出を確認す
ることが可能となった。また、そ
の流出入先を確認することによっ
て、どこからお金が入り、どこへ
出ていくのかを把握できるため、

たとえば、ある県内では、市町村内および周辺でのお金の流出入よりも、隣接県を超える全国レ
ベルでの流出入が高く、かつ、東京都への流出が際立つ構造が示された。 
 加えて、企業間取引データを用いた方法では、企業間の取引高推定値を活用して、地域内に立
地する企業の取引構造を可視化した。取引相手企業の立地、および、産業を踏まえて、「地域内
特化係数」という指標を算出し、それに基づいて取引構造を類型化するとともに、域内外でのお
金の流出入状況を整理した（図 2）。その結果、ある地方都市の企業間取引ネットワークを事例

とすると、国内全域を主要な
取引とする企業群を通じた
取引金額は大きいものの、一
方で、地域からの流出も大き
くなり、地域内にお金が留ま
らない構造にある点、また、
他方で、地域内での取引が多
い企業群では取引金額自体
は大きくないものの、地域内
で取引が循環し、お金が域内
にとどまりやすい構造にあ
ることが確認された。 
  
 
 
 

図 2 地方都市における企業間取引ネットワーク 
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